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千円 千円

2,220,733 148,338

2,065,151 147,183

1,595,253 1,155

317,341 560,405

152,254 163,816

301 85,385

83,821 130,515

39,804 81,766

1,450 1,266

42,566 7,329

71,759 12,976

3,670 11,262

455 66,086

3,568

60,867

3,299 708,744

△ 101

2,759,385 4,268,999

214,544 80,000

277,414 4,188,999

63 20,000

19,153 4,168,999

1,552 3,831,000

1,998,663 337,999

16,637 2,374

89,237 2,374

143,075

△ 957

4,271,374

4,980,118 4,980,118

買 掛 金

出 資 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

関 係 会 社 短 期 債 権

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

附 帯 事 業 流 動 資 産

繰 越 利 益 剰 余 金

　貸　借　対　照　表

2025年12月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

供 給 設 備

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

流 動 負 債

無 形 固 定 資 産

前 受 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

賞 与 引 当 金

関 係 会 社 短 期 債 務

の れ ん 未 払 法 人 税 等

預 り 金

そ の 他 無 形 固 定 資 産

業 務 設 備

附 帯 事 業 流 動 負 債

附 帯 事 業 設 備

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

借 地 権

未 払 金

未 払 費 用

純 資 産 の 部

資 本 金

利 益 剰 余 金

現 金 及 び 預 金

負 債 合 計

株 主 資 本

そ の 他 投 資

売 掛 金

流 動 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

その他有価証券評価差額金そ の 他 流 動 資 産

純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金



吉田ガス株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

ｲ） 有価証券

ﾛ） たな卸資産

（2） 固定資産の減価償却の方法
ｲ） 有形固定資産

定率法によっております。

主な耐用年数は次のとおりであります。
　供給設備　　　２～13年

ﾛ） 無形固定資産
定額法によっております。

（3） 引当金の計上基準
ｲ） 貸倒引当金

ﾛ） 退職給付引当金

ﾊ） 賞与引当金

（4） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 

2．税効果会計に関する注記

3．当期純損益金額
当期純利益 304,662 千円

4．その他の注記
記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

繰延税金資産の発生の主な要因は、減価償却限度超過累計額、退職給付引当金の否認等であり、繰延
税金負債の主な発生要因は、その他有価証券評価差額金であります。

その他有価証券で時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっておりま
す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法によって
おります。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき算出して
おります。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

個　　別　　注　　記　　表

2025年  1月  1日から
2025年 12月 31日まで


